
復興水産加工業販路回復促進センター
事業者 取組概要

五戸水産株式会社
震災被害から復旧したものの、労働力の不足により注文に応じられず、販売機会を逃している状況を打開するため、省人化機器の導入により労

働力不足を補い、更なる生産の拡大、経営の安定化を図る。

株式会社マルチン
得意先の事業停止、事業縮小による売上減少を打開するため、省力化・省人化のための最新加工機器等を導入し、現在、県外メーカーより仕入

れ、販売しているレトルトいかめし、かまぼこ等を自社製造し、既存製品の販売先である問屋等へ営業・販売することで、売り上げの回復を図
る。
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株式会社越戸商店
現在の生産設備では、機器の能力や労働力不足等により、主力商品の生産能力が限界となっているため、生産能力向上・維持のための機器を導

入することで、事業戦略の要である主力製品の知名度やブランド力を上げ、販売数量の増加及び販路拡大を目指す。
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有限会社竹下水産
原料処理コストの低減、歩留り向上による材料費の低減、製品の均一化と合わせ生産能力の増強によって得意先の減少による売上減少を打開す

るため、省人化機械等の導入を行い、販路回復を図る。
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株式会社川秀
これまでは業務用の販売を中心に行ってきたが、原料価格の高騰と風評被害により、売価を上げにくくなったことから売上が回復しない。この
ため、新たに消費者が利用しやすい商材として、個食パック、少量パック商品を新市場へ販売するために、機器を導入し売上を伸ばす。

及川冷蔵株式会社
震災後様々な新製品を開発したが、統一感がなく、ブランドとして訴求できていない。また、衛生管理の改善等への対応不足から売上回復にな
かなか繋がらないことから、コンサルタントの利用による販売ブランドの確立及び衛生機器の導入による衛生面の改善を行うとともに、既存商品
である「もちだんご」シリーズの製造コストを削減するために機器を導入し、販売拡大を図る。

太洋産業株式会社
（大船渡工場）

従来水揚されている魚種と水揚が増加している脂質の高いブリ等の魚種を活用し、他社には真似できない高付加価値新商品を開発し、販路回復
を図る。

平成28年度水産加工業等販路回復取組支援事業（第2次募集） 採択結果
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事業者 取組概要所在地

マルカ川商株式会社
震災による被害により売上が激減したが、施設の復旧後、販路拡大に努め成果を上げてきた。さらに販路を拡大するため、省人化機器を導入す

ることで省人化を図り、生産性の向上・効率化を図ることで生産量・販売量を増大させる。

有限会社タイコウ
震災により減少した売上を回復するため、新商品開発のための機器を導入することで、老介護等の高齢化が進む農村等に簡便で栄養価の高いレ

トルト食材のセットを販売し、売り上げの回復を図る。

末永海産株式会社
拡販が見込まれる商品がある中で、手作業での製造量では既存の販売先への供給しか出来ず、新市場開拓に対して展開が困難な状況になってい

ることから、自動ラインを設置することで生産量を増やし、新市場への販路を開拓する。

富士國物産株式会社
風評被害及び震災後の労働力不足による生産不足から売上が回復出来ていないため、コンサルタントの利用による工場生産効率の改善、省人化

機器の導入を行い注文に対応できる体制を整え、販路を回復する。

ヨシエイ加工株式会社
問屋筋は特に震災時のように品物が滞ることのないよう、危機管理のため取引業者を分散する意向があり、思うように売上が回復しないことか
ら、機器を導入し、新商品の開発を行うとともに、新商品の受注増に対応できる体制を整え、販路を拡大して売上を回復させる。

株式会社千葉喜商店
現在、製造した加工品を凍結することが出来ないことから、鮮魚出荷のようなその時々の市場価格に変動される不安定な商売を余儀なくされて
きた。このため、凍結機を導入し、計画的な冷凍加工品の生産を可能にすることで生産の安定性確保と商品力を強化し、売上回復を目指す。

株式会社小野万
販促活動により、市場での販路が回復しつつあるが、現在の人員での増産は難しいことから、生産効率の改善のための機器を導入し、効率的・
安定的な生産体制を確立する。これにより新規取引先開拓と新製品開発による受注の拡大を行い、販路の拡大とその維持を目指す。

株式会社サンフーズ気仙沼
震災後の売上高は、震災前の５割程度に留まっていることから、新たな加工機器の導入による新商品開発、省力化体制の整備を進め、前浜原料
の優位性を活かした低次加工による高付加価値化と従来商品との差別化商品の創出等により新需要開拓を総合的に進め、新規販路の拡大及び売上
の回復を図る。
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事業者 取組概要所在地
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株式会社マルハツ
　福島原発の風評被害等から、売り上げ減少を余儀なくされていることを受けて、現在の人員で売上及び収益を増強させるため、手動作業部門に
機器を導入して作業効率化を図り、売上増大を図る。

ぜんぎょれん食品株式会社
顧客からの小型魚の骨とり製品製造要請に対応するため、小型魚の加工が可能な機器を導入する。また、人手不足が続いていることから、既存

の機器の生産性を高めるための機器を導入し、省人化を実現することで増産可能な体制を構築し、販売増に繋げる。

株式会社高浜
地場の農産物や海産物を使用した既存品にない形状や食感、包装形態の商品を開発するとともに、地域ブランドとして認知度が高い商品を利用

した新商品の開発を行うことで、販路を拡大し、売上回復を目指す。

株式会社塩釜水産食品
震災により失った販売先を確保するため、作業の滞りをなくし、効率の良い作業ができるようにするための省人化機器の導入を行うことで、生

産量のアップを行い、新しい販路を開拓し増収することを目指す。
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株式会社ささ圭
注文数が増えた現在、人手不足により注文を制限する場合もあり、販売機会を逃すという問題が発生している。売上を震災前の水準に戻すため
には、出荷能力の強化を早急に整える必要があるため、省人化のための機器を導入することで、生産量増加による売上高増加を目指す。
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福島県漁業協同組合連合会
福島県産水産物の評価は、他産地と比較して価格的に低い評価しか得られておらず、売上回復が難しいことから、付加価値を向上させ差別化し
た商品を開発製造するとともに、省力化機器の導入を行い、注文に対応できる体制を整え、販路回復を目指す。
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　放射能による風評被害の影響から売上が減少したが、自社商品の需要が高まり、安定的な生産性を求められていることから、生産性の向上並び
に品質の安定化を図るために機器の導入を行い、煮干しや出汁用の商品を製造し販路回復を行う。
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ダイカツ水産株式会社
平成27年度に本事業を活用してフライのパン粉付け機等を導入し、フライ事業を開始し、好評価を得ているが、さらなる付加価値向上のため
に、氷温熟成のための機器を導入し、他社にない商品をラインナップすることにより、売り上げの向上を図る。
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事業者 取組概要所在地
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株式会社鴨安商店
衛生管理の見直しやサイズ選別の厳格化、顧客別表示対策等を行わなければ、更なる販路回復が出来ないため、機器等を導入することにより、

衛生管理、重量精度、品質管理等顧客からの要求に対応できる体制を整備し、販路と売上の回復を目指す。

株式会社才賀商店
震災以降、原発事故の影響により生産量の減少や既存顧客を失ったことで売上が減少。このため、輸出用冷凍魚の品質向上機器や大型魚凍結機

器を導入し、東南アジア向けの高品質な養殖餌料や加工原料の輸出及びビンナガやカツオなど大型魚の委託凍結を行う等、海外からの注文に対応
できる体制を整え、販路回復を図る。

株式会社ソウマ
取引先からの注文に対応できないため、機器を導入し、省人化を図るとともに、簡便商品の製造開発を行い、コンサルタントの協力の下、販路

回復・売り上げ向上・経営改善を図る。

※本事業は、復興水産加工業等販路回復促進事業実施要綱（平成23年11月21日付け23水漁第1445号農林水産事務次官依命通知）に基づき実施する国庫補助事業です。
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